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副業への労働者の意識は？ 

 

平成 30 年１月に「副業・兼

業の促進に関するガイドライ

ン」を策定（令和２年９月に改

定）するなど、政府は副業・兼

業（以下、「副業」という）を推

進しており、企業にもそのため

の対応を求めているところで

す。では、実際、労働者の副業

の実施状況や副業への意識は

どのようになっているのでしょう

か。 

 

◆副業をしている人は 6.0％ 

独立行政法人労働政策研

究・研修機構が実施した「副

業者の就労に関する調査」

（調査期間：令和４年 10 月３

日～10 月 13 日。有効回答：

18 万 8,980 人（18～64 歳

の男女））によれば、仕事を持

つ人のうち「副業者」（仕事は

２つ以上（副業をしている））の

割合は 6.0％となっており、ま

だ副業をしている人の割合が

高いとはいえない状況です。 

 また、本業の勤め先に副業を

していることを「知らせていな

い」が 37.5％となっており、実

際には副業をしていても本業

先に伝えていない人も一定数

いることがわかります。 

 

◆副業を希望する人は約 3割 

調査数値をみるとまだ広まっ

ているとはいえない副業です

が、同調査で、今後副業をした

いと思うか尋ねたところ「副業

したいと思う」が 33.2％となっ

ています。これは「副業したいと

は思わない」（46.2％）を下回

りますが、副業を希望する理由

の上位に挙がっている「収入を

増やしたいから」「定年後に備

えるため」の背景にある労働環

境が続いていけば、今後副業

の実施状況も変化するかもし

れません。 

 

◆副業にまつわる企業実務 

 副業者の労務に関しては、労

働時間管理や労働・社会保険

など実務上押さえておくべきポ

イントが多岐にわたります。今

後は、副業者がいない企業に

ついても、あらかじめこれらの

知識をある程度身につけておく

必要があるでしょう。 

 

【独立行政法人労働政策研究・

研修機構「副業者の就労に関す

る調査」プレスリリース】 

https://www.jil.go.jp/press

/documents/20230519.pd

f 

「物流革新に向けた政策パッ

ケージ」案が公開されました 

 

トラックドライバーの長時間

労働が規制され、荷物の３割

が届けられなくなるとも示唆さ

れる物流の 2024年問題につ

いて、令和５年６月２日に行わ

れた関係閣僚会議で対策がま

とめられました。 

大きく分けて（１）商慣行の見

直し、（２）物流の効率化、（３）

荷主・消費者の行動変容につ

いて、抜本的・総合的な対策を

行うことで、荷主企業、物流事

業者（運送・倉庫等）、一般消

費者の 3 者が協力して物流を

支える環境を整備することを目

指しています。 

 

◆商慣行の見直し 

① 荷主・物流事業者間におけ

る物流負荷の軽減  ② 納品

期限、物流コスト込み取引価格

等の見直し  ③ 物流産業に

おける多重下請構造の是正  

④ トラックＧメン（仮称）の設

置等  ⑤ 担い手の賃金水準

向上等に向けた適正運賃収

受・価格転嫁円滑化等  ⑥ ト

ラックの「標準的な運賃」制度

の拡充・徹底 
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◆物流の効率化 

① 即効性のある設備投資の

促進   ②  物流ＧＸの推進  

③ 物流ＤＸの推進  ④ 物流

標準化の推進  ⑤ 物流拠点

の機能強化や物流ネットワーク

の形成支援  ⑥ 高速道路の

トラック速度規制の引上げ  

⑦ 労働生産性向上に向けた

利用しやすい高速道路料金の

実現  ⑧特殊車両通行制度

に関する見直し・利便性向上  

⑨ ダブル連結トラックの導入

促進  ⑩ 貨物集配中の車両

に係る駐車規制の見直し  ⑪ 

地域物流等における共同輸配

送の促進  ⑫ 軽トラック事業

の適正運営や安全確保   ⑬ 

女性や若者等の多様な人材の

活用・育成 

 

◆荷主・消費者の行動変容 

① 荷主の経営者層の意識改

革・行動変容  ② 荷主・物流

事業者の物流改善の評価・公

表  ③ 消費者の意識改革・

行動変容を促す取組み   ④ 

再配達率「半減」を含む再配

達削減  ⑤ 物流に係る広報

の推進 

政府は今後 、 速 やかに

2024 年における規制的措置

の具体化を前提として荷主企

業・物流事業者が取り組むべ

き事項をガイドラインとして策

定し、荷主・物流事業者等に対

し、業種・分野別の「自主行動

計画」を年内目途に作成・公

表することを要請する予定で

す。さらに、2023 年末までにト

ラック輸送に係る契約内容の

見直しに向けた「標準運送約

款」「標準的な運賃」の見直

しや、再配達半減に向けた対

策等、2024年通常国会での

法制化を視野に段階的に推

進していくとしています。物流

事業車・運送業者を顧問先に

持つ場合はもちろんのこと、他

業種も消費者として無関係で

はいられません。ドライバーの

負担軽減のため、取組みを進

めましょう。 

 

７月の税務と労務の手続期

限［提出先・納付先］ 

10日 

○ 健保・厚年の報酬月額算

定基礎届の提出期限［年

金事務所または健保組

合］＜７月１日現在＞ 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 特例による源泉徴収税額

の納付＜１月～６月分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 労働保険の今年度の概

算保険料の申告と昨年

度分の確定保険料の申

告書の提出期限＜年度

更新＞［労働基準監督

署］ 

○ 労働保険料の納付＜延

納第１期分＞［郵便局ま

たは銀行］ 

 

18日 

○ 所得税予定納税額の減

額承認申請＜６月 30 日

の現況＞の提出［税務

署］ 

○ 障害者・高齢者雇用状況

報告書の提出［公共職業

～当事務所より一言～ 

今年度の「中小企業・小規模

事業者等に対する働き方改革

推進事業」の「訪問コンサル

ティング専門家」に選出されま

した。 

「大阪働き方改革推進支援・

賃金相談センター」にご依頼

のあった企業さんに、労務管

理の専門家として、訪問コンサ

ルティングを行います。 

生産性向上による時間外労働

の削減、人材の確保・定着を

目的とした雇用管理改善など

の課題対応を事業所さんと一

緒に考え行動していきます。 

https://hatarakikatakaik

aku.mhlw.go.jp/consultat

ion/osaka/ 

活動をとおして、この制度や機

関の活用をたくさんの方に知

っていただき、中小企業の経

営者さんのお役に立ちます！ 

 

安定所］ 

31日 

○ 所得税予定納税額の納

付＜第１期分＞［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提

出［労働基準監督署］＜

休業４日未満、４月～６月

分＞ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離

職の翌月末日＞［公共職

業安定所］ 
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https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/osaka/?fbclid=IwAR3z-5s_cQji5HWFfqksrEnvcKI2FaZZl1FpAU3Q2_I2Ywf5HOAKcQNisOA

